
地域におけるスポーツ活動の活性化について 教育庁保健体育課

【現　状】　
・運動部活動加入率（R3）
　　　中学校　　男　72.8%（８，１８０人）
　　　中学校　　女　５１.8%（５，５６７人）
・複数校合同チームの大会参加状況（R3）
　　　中学校　　延べ１０８チーム
　※県内の中学校は全１１１校、部活動数は1,071

　・運動部活動加入率は高い数値を維持しているが、　
　　単独でチームを組めない部活動が増加している
　・希望する部活動が学校にない
　・近隣に合同チームを組める学校がない
　・近隣に実施したい種目のクラブ等がない　など

・専門性を有する運動部活動顧問の割合（R3）
　　　　                   　　　　 　　４４．６％（５９８人）
・複数顧問制の導入（R3） ６１．０％（６５３部活動）
・外部指導者（※１）の活用率（R3）

　 ４０．５％（４３１部活動）
・部活動指導員（※２）配置数（R3）　　 ３７人
・多忙化の原因（R１） ※複数回答可
　　　１位　部活動     （18.2%）
　　　２位　調査・報告（18.0%）
　　　３位　分掌事務  （13.9%）

　・外部指導者や部活動指導員を配置するなどの対
　　応を講じているが、全ての部活動に配置はできて　
   おらず、専門性を有しない顧問が一人で苦しんで
   いる現状もある。
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【国】中学校の運動部活動の地域移行に関する提言（情報提供）
（令和４年６月６日）

【県】実務担当者による連絡会
（９月上旬予定・以降定期的に開催）

【県】有識者等による連絡協議会（仮称）
（１２月～１月開催予定）

【県】市町村への説明・助言等

※１　顧問をサポートし、技術指導を行う
※２　会計年度任用職員として、顧問の代わりに指導、
 あ 　大会引率等を行う

【市町村】各地域の実情に応じた主体的な取組
　　　　　　　　　　【県】市町村へのフォローアップ

拠点地域の
休日部活動視察
（７月～１０月）

拠点地域による
成果報告会
（３月予定）　　　　　　

【県内関係機関との協議スケジュール】

資料２

構成員：県教委、県スポーツ振興課、県スポーツ協会、
    県中体連の実務担当者

構成員：有識者及び県教委、県スポーツ振興課、県スポーツ
    協会、県中体連、民間スポーツクラブ等の代表者
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【地域部活動実践研究の概要】

数 名称 数 種目名 団体名 分類 総数 属性 確保の経緯・方策 実施時期 活動場所

能代市 2
二ツ井中学校
能代南中学校

5

・卓球
・バスケットボール
・ソフトテニス
・柔道
・陸上

能代市教育委員会 5 地域指導者
・外部指導者として活用
・学校長の推薦

７月～
各中学校グラウンド・
体育館

羽後町 1 羽後中学校 3
・ハンドボール
・柔道
・陸上

羽後町体育協会
公益財団法人秋田県
スポーツ協会加盟の
地域団体

6 地域指導者 競技団体からの紹介 ４月～
羽後中学校体育館・
格技場他

大館市 8 市内全中学校 8

・陸上競技
・卓球
・柔道
・剣道
・バスケットボール

大館市体育協会
各学校保護者会

・地域スポーツクラブ
（競技別クラブチー
ム）
・保護者会

8 地域指導者
・総合型クラブから派遣
・競技団体から紹介
・部活動顧問の人脈

７月下旬～
各中学校グラウンド・
体育館

羽後町 1 羽後中学校 3
・ハンドボール
・柔道
・男子バスケットボール

羽後町体育協会
公益財団法人秋田県
スポーツ協会加盟の
地域団体

5 地域指導者 競技団体からの紹介 ４月～
羽後中学校体育館・
格技場他

【令和３年度の実践研究結果】
○成果 ○課題
・スポーツ少年団、地域スポーツクラブの活動状況や中学生の受入状況等現状把握 ・運営団体や地域における指導者等の人材、活動経費の確保

・地域移行した場合の運営体制やメリットの把握 ・（平日の）学校部活動と（休日の）地域スポーツ活動の連携

・専門的な技術指導による競技力の向上

・教職員の時間的、心理的負担軽減

・部活動を地域移行する必要性の周知

拠点地域・拠点校 団体・指導者
地域スポーツ活動の状況

自治体
名

学校 地域移行に取り組む部活動 地域スポーツ活動の運営団体 地域スポーツ活動の指導者
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＜運動部活動の地域移行を進める上での課題及び対応策＞

【課題１】地域におけるスポーツ指導者の確保
　 
　対応策の例　・学校内外の組織と連携した指導者（候補者）の人材バンク整備
　　　　　　　　　　　・教員の兼職兼業制度の整備・活用
　　　　　　　　　　　・指導者の育成・資質向上を図る研修制度の構築
　　　　　　　　　　　・指導者への報酬等に対する財政支援

【課題２】移行先となる受け皿団体の整備・支援体制
     
　対応策の例   ・スポーツクラブ等の設立・施設利用等に対する財政支援

【課題３】家計の負担増加
    
   対応策の例　・経済的に困窮する家庭に対する活動経費等の費用補助
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